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１ 中間評価及び見直しの概要
１．経緯
○ 島根県保健医療計画（計画期間：令和６(2024)年度～令和11(2029)年度）については、医療法にお
いて、３年ごとに調査、分析及び評価を行い、必要がある場合は変更することとしています。

  ○ 現行計画の中間年にあたり、国の指針を踏まえ、数値目標や毎年度行っている取組状況の評価によ
り、必要に応じて見直しを行います。

２．見直しの方針
○ 次の項目について、数値目標の達成状況を評価した上で、策定時からの課題を確認した結果、大き
な変化が見られなかったことから、施策の方向に基づき、引き続き取組を推進します。

・５疾病・６事業及び在宅医療

（５疾病…がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、糖尿病、精神疾患）
（６事業…救急医療、災害医療、感染症に対する医療、地域医療、周産期医療、小児医療）

・外来医療に係る医療提供体制の確保（外来医療計画）

・医師の確保・育成（医師確保計画）

・薬剤師の確保・育成（薬剤師確保計画）

３．基準病床数
 ○ 精神病床について、医療法施行規則に規定する厚生労働大臣が定める時点が令和11年に改正された

ため、見直しを行います。
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数値目標の評価

項目 策定時 中間実績
目 標

（令和11年度末）

①75歳未満年齢調整死亡率（人口10万対）
男 ９１．６ 女 ５１．５

（令和３年(2021)）
男 ７４．４ 女 ５１．０

（令和６年(2024)）
男 ８１．１ 女 ５０．３

②年齢調整罹患率（人口10万対）

胃がん     ５０．７
肺がん  ４１．５
大腸がん   ６１．２
子宮頸がん  ８．８
乳がん(女のみ)  ８６．６

（令和元年集計）

胃がん   ４５．９
 肺がん  ４３．７
 大腸がん   ５３．１
 子宮頸がん  １５．１
 乳がん(女のみ)  ９９．０

（令和３年集計）

低減

③臨床進行度 早期がん（上皮内がん及び限局）の割合

胃がん     ６２．８％
肺がん    ４１．２％
大腸がん ５９．２％
子宮頸がん  ８６．９％
乳がん(女のみ)  ６７．０％

（令和元年集計）

胃がん    ６３．７％
 肺がん   ３９．９％
 大腸がん  ５７．０％
 子宮頸がん ８１．５％
 乳がん(女のみ)   ６５．４％

（令和３年集計）

増加

④全がん５年相対生存率
全がん ６２．４％

 (平成26(2014)年診断症例)
全がん ６３．１％

 (平成28(2016)年診断症例)
増加
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※赤字…策定時と比較して、改善または目標値を達成しているもの

２ ５疾病・６事業及び在宅医療
⑴ がん ○がんは、県内の死因の第１位を占めており、がん対策を推進することは県民の健康を守るうえで非常に重要です。

○がんの７５歳未満年齢調整死亡率は、長期的に見ると男性・女性ともに減少傾向となっています。
○現計画に係る現状・課題を踏まえ、施策の方向に基づき、引き続き、総合的かつ効果的ながん対策を推進します。

ポイント

○がんの７５歳未満年齢調整死亡率は、長期的に見ると男性・女性ともに減少傾向となっています。
○島根県がん対策推進計画では、がん検診受診率の目標をそれぞれ60％以上としていますが、R７年度の受診率は、胃がん

 47.7％、肺がん57.0％、大腸がん50.2％、子宮頸がん40.8％、乳がん48.2％で、いずれも目標に満たない状況です。
○がん医療提供体制について、手術療法、薬物療法、放射線療法については、がん診療連携拠点病院で提供される体制を

 維持するとともに、緩和ケアについては住んでいる二次医療圏で受けられるよう、拠点病院と地域の病院・診療所の連携体
 制の構築・強化が必要です。がん診療連携拠点病院や小児がん拠点病院、がんゲノム医療拠点病院の整備指針の改定も
 踏まえ、体制整備の検討を行う必要があります。
○県内には、がん治療を担う専門医や、がんに精通した看護師、放射線技師、薬剤師などが十分ではなく、こうした医療従

 事者の養成・確保が課題となっています。
○診断時から切れ目のない緩和ケア提供体制の確立が求められており、関係機関が連携し、体制を整備する必要があります。
○がん相談支援センターの認知度向上や、がん相談員の資質向上等に取り組み、患者やその家族の不安の軽減を図ること

 が必要です。

現状と課題

○各圏域において、罹患・死亡状況などから重点的に取り組むがん種を定めており、それに対応した一次予防、二次予防につ
 いて、関係機関等と連携しながら取組を強化します。
○市町村、検診機関、職域関係者、保険者、「しまね☆まめなカンパニー」等と連携し、検診の重要性等の啓発や受診勧奨な

 ど、働き盛り世代の検診受診率向上に向けた取組を引き続き強化します。
○がん診療連携拠点病院等の整備指針の改定も踏まえ、拠点病院体制の維持に努めるとともに、拠点病院を中心とした県全

 体での医療機関間の連携によるがん診療ネットワーク体制の充実を図ります。
○がん診療ネットワーク協議会等を通じ、専門医等のがん医療従事者の養成・確保に取り組みます。
○緩和ケアに携わる医療・介護従事者の人材育成や緩和ケアに関する県民への普及啓発の充実・強化に取り組みます。
○がん相談支援センターの認知度向上や、がん相談支援体制の充実に取り組みます。
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○ 75歳未満年齢調整死亡率は男女ともに減少傾向です。なお、中間実績における男性の数値は、例年と比較して
大きく減少しています。

○ 「年齢調整罹患率」、「臨床進行度 早期がん（上皮内がん及び限局）の割合」は、部位によっては改善が
見られます。

○ 全がん５年相対生存率は改善傾向にあります。

○ 引き続き、①科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実、②患者本位で将来にわたって持続可能なしまね
らしいがん医療の実現、③尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築に向け、総合的かつ効果的ながん対策に
取り組みます。

○ がん診療連携拠点病院や小児がん拠点病院、がんゲノム医療拠点病院の整備指針の改定も踏まえ、今後のがん
診療体制について検討を行います。

⑴ がん
○がんは、県内の死因の第１位を占めており、がん対策を推進することは県民の健康を守るうえで非常に重要です。
○がんの７５歳未満年齢調整死亡率は、長期的に見ると男性・女性ともに減少傾向となっています。
○現計画に係る現状・課題を踏まえ、施策の方向に基づき、引き続き、総合的かつ効果的ながん対策を推進します。

ポイント

○がんの７５歳未満年齢調整死亡率は、長期的に見ると男性・女性ともに減少傾向となっています。
○島根県がん対策推進計画では、がん検診受診率の目標をそれぞれ60％以上としていますが、R７年度の受診率は、胃がん

 47.7％、肺がん57.0％、大腸がん50.2％、子宮頸がん40.8％、乳がん48.2％で、いずれも目標に満たない状況です。
○がん医療提供体制について、手術療法、薬物療法、放射線療法については、がん診療連携拠点病院で提供される体制を

 維持するとともに、緩和ケアについては住んでいる二次医療圏で受けられるよう、拠点病院と地域の病院・診療所の連携体
 制の構築・強化が必要です。がん診療連携拠点病院や小児がん拠点病院、がんゲノム医療拠点病院の整備指針の改定も
 踏まえ、体制整備の検討を行う必要があります。
○県内には、がん治療を担う専門医や、がんに精通した看護師、放射線技師、薬剤師などが十分ではなく、こうした医療従

 事者の養成・確保が課題となっています。
○診断時から切れ目のない緩和ケア提供体制の確立が求められており、関係機関が連携し、体制を整備する必要があります。
○がん相談支援センターの認知度向上や、がん相談員の資質向上等に取り組み、患者やその家族の不安の軽減を図ること

 が必要です。

現状と課題

○各圏域において、罹患・死亡状況などから重点的に取り組むがん種を定めており、それに対応した一次予防、二次予防につ
 いて、関係機関等と連携しながら取組を強化します。
○市町村、検診機関、職域関係者、保険者、「しまね☆まめなカンパニー」等と連携し、検診の重要性等の啓発や受診勧奨な

 ど、働き盛り世代の検診受診率向上に向けた取組を引き続き強化します。
○がん診療連携拠点病院等の整備指針の改定も踏まえ、拠点病院体制の維持に努めるとともに、拠点病院を中心とした県全

 体での医療機関間の連携によるがん診療ネットワーク体制の充実を図ります。
○がん診療ネットワーク協議会等を通じ、専門医等のがん医療従事者の養成・確保に取り組みます。
○緩和ケアに携わる医療・介護従事者の人材育成や緩和ケアに関する県民への普及啓発の充実・強化に取り組みます。
○がん相談支援センターの認知度向上や、がん相談支援体制の充実に取り組みます。



⑵ 脳卒中

数値目標の評価

項目 策定時 中間実績
目標

（令和11年度末）

①脳血管疾患年齢調整死亡率
（人口10万対）

男 １０２．１、女 ６１．９
（平成29(2017)～令和３(2021)

５年平均値）

男 ９１．８、女 ５３．１
（令和２(2020)～令和６(2024)

５年平均値）
減少

②脳卒中年齢調整初発率
（人口10万対）

男 ２５３．３、女１４２．２
（令和３(2021)）

男 ２２４．６、女 １１５．３
（令和５(2023)）

減少
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○ 脳血管疾患年齢調整死亡率、脳卒中年齢調整初発率ともに策定時から改善しています。

○ 発症予防・早期発見のための普及啓発、発症後早期に診断・治療が可能な医療提供体制の確立、患者に対する
治療と仕事の両立の支援等、引き続き、発症前から療養まで切れ目のない脳卒中対策に取り組みます。

○ 令和７(2025)年５月に島根大学医学部附属病院に島根県脳卒中・心臓病等総合支援センターを開設したことか
ら、同センターと連携して行う、脳卒中を含む循環器病の地域医療機関の診療・患者支援機能の向上、患者相談
支援機能の向上、発症・重症化予防に向けた普及啓発の推進に係る取組を新たに記載します。

〇現計画に係る現状・課題を踏まえ、施策の方向性に基づき、引き続き取組を進めていきます。
○島根県脳卒中・心臓病等総合支援センターと連携し、脳卒中を含む循環器病対策を推進します。
○「島根県循環器病対策推進計画（第２期）」（令和９年度～）に基づき、循環器病対策の総合的かつ計画的な推進を図ります。

ポイント

○脳卒中発症者の約９割が基礎疾患を有しており、特に高血圧を持つ人の割合が高いため、高血圧の予防や適正管理につ
いては特に啓発を強化していく必要があります。

○かかりつけ医は、脳卒中患者に対し、再発予防の治療、基礎疾患・危険因子の管理、様々な合併症へ対応をしています。
○島根県循環器病対策推進計画（令和３年10月～令和９年３月）に基づき、循環器病対策の総合的かつ計画的な推進を図っ
ています。

○循環器病患者を中心とした包括的な支援体制を構築し、地域全体の患者支援体制の充実を図るため、令和７年５月に島根
大学医学部附属病院に島根県脳卒中・心臓病等総合支援センターを開設しました。

○高血圧の予防や適正管理に関する普及啓発に取り組みます。また、「しまね健康寿命延伸プロジェクト」等により、健康づく
りや介護予防をさらに推進します。

○発症者の再発予防に向け、地域の実情に応じ、保健医療福祉が連携した再発予防支援の取組を引き続き実施します。
○「島根県循環器病対策推進計画（第２期）」（令和９年度～）を策定し、引き続き循環器病対策の総合的かつ計画的な推進を
図ります。

○島根県脳卒中・心臓病等総合支援センターと連携し、脳卒中を含む循環器病の地域医療機関の診療・患者支援機能の向
上、患者相談支援機能の向上、発症・重症化予防に向けた普及啓発を推進します。

施策の方向



⑶ 心筋梗塞等の心血管疾患

数値目標の評価

項目 策定時 中間実績
目標

（令和11年度末）

①心疾患年齢調整死亡率 （人口10万対） 男 １７３．５、女 １００．７
（平成29(2017)～令和３(2021)

５年平均値）

男 １６９．２、女 ９２．１
（令和２(2020)～令和６(2024)

５年平均値）
減少

②虚血性心疾患年齢調整死亡率 （人口10万対） 男 ３６．１、女１５．１
（平成29（2017）～令和３(2021)

５年平均値）

男 ３４．５、女 １２．７
（令和２(2020)～令和６(2024)

５年平均値）
減少

③平成20(2008)年度と比べたメタボリックシンド
ロームの該当者及び予備群の減少率（40～74歳）

１６．８％減
（令和３(2021)）

１９．９％減
（令和５(2023)）

２５％減
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○ 全ての項目について策定時から改善しています。

○ 発症予防・早期発見・慢性化による重症化予防のための普及啓発、発症後早期に診断・治療が可能な医療提供
体制の確立、患者に対する治療と仕事の両立の支援等、引き続き、発症前から療養まで切れ目のない心血管疾患
対策に取り組みます。

○ 令和７(2025)年５月に島根大学医学部附属病院に島根県脳卒中・心臓病等総合支援センターを開設したことか
ら、同センターと連携して行う、心血管疾患を含む循環器病の地域医療機関の診療・患者支援機能の向上、患者
相談支援機能の向上、発症・重症化予防に向けた普及啓発の推進に係る取組を新たに記載します。

○現計画に係る現状・課題を踏まえ、施策の方向性に基づき引き続き取組を進めていきます。
○島根県脳卒中・心臓病等総合支援センターと連携し、心血管疾患を含む循環器病対策を推進します。
○「島根県循環器病対策推進計画（第２期）」（令和９年度～）に基づき、循環器病対策の総合的かつ計画的な推進を図ります。

ポイント

○心疾患の死亡率は減少傾向にあり、全国よりも低く推移しています。
○心血管疾患の危険因子は高血圧やメタボリックシンドローム等と言われており、発症予防には生活習慣の改善が重要です。 
○慢性心不全は再入院を繰り返しながら、身体機能が悪化することが多いため、入院中から退院後までの多職種連携による

 継続的な支援が必要です。
○循環器病患者を中心とした包括的な支援体制を構築し、地域全体の患者支援体制の充実を図るため、令和７年５月に島根
大学医学部附属病院に島根県脳卒中・心臓病等総合支援センターを開設しました。

現状と課題

○心血管疾患の一次予防（健康増進）については、健康長寿推進事業により、メタボリックシンドロームや高血圧等を予防する
ための生活習慣改善に向けた健康づくり活動を引き続き推進するとともに、「しまね健康寿命延伸プロジェクト」等により、健
康づくりや介護予防をさらに推進します。

○急性期医療を担う医療機関と、合併症予防や再発予防、在宅復帰のための心血管リハビリテーションを実施する医療機関
の連携を推進するとともに、二次医療圏内での在宅療養が可能な体制を構築します。

○島根県脳卒中・心臓病等総合支援センターと連携し、心血管疾患を含む循環器病の地域医療機関の診療・患者支援機能
の向上、患者相談支援機能の向上、発症・重症化予防に向けた普及啓発を推進します。

施策の方向



⑷ 糖尿病

〇 糖尿病性腎症による新規人工透析導入者割合は、年によって増減がありますが、経年的にみると横ばいで推移
しています。

〇 令和８(2026)年３月に改定した「島根県糖尿病予防・管理指針（第５版）」や「糖尿病性腎症重症化予防プロ
グラム」に基づき、引き続き糖尿病対策に取り組みます。

数値目標の評価

項目 策定時 中間実績
目標

（令和11年度末）

①糖尿病年齢調整有病者割合（20～64歳） 男 ６．３％、女２．７％
（令和３(2021)）

健康増進計画（第三次）中間評価時
（R10予定）に算出予定

男 ６．３％、女２．７％

②糖尿病性腎症による新規人工透析導入割合
（人口10万対）

９．２
（令和３(2021)）

１１．２
（令和６(2024)）

８．７

③糖尿病有病者でHbA1cが8.0％以上の者の割合
（20～74歳）

男 １２．３％、女８．２％
（令和３(2021)）

健康増進計画（第三次）中間評価時
（R10予定）に算出予定

男 １１．６％、女７．７％
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〇令和８年３月に改定した 「島根県糖尿病予防・管理指針」（第５版）や「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」に基づき、糖尿
 病対策に取り組みます。
〇その他の方向性については、策定当時における方向性から変化はないとみられることから、引き続き取組を継続します。

ポイント

〇糖尿病性腎症による新規人工透析導入者割合は、年によって増減があり、経年的にみると横ばいで推移しています。
〇糖尿病を重症化させないためには、重症化する前に早期に糖尿病の診断、治療につなげることが必要です。
○取組の充実を図るため、「島根県糖尿病予防・管理指針」と「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」の改定を行いました。

現状と課題

〇「島根県医師会糖尿病対策委員会」や「島根県糖尿病委員会」、「糖尿病対策圏域合同連絡会議」、各二次医療圏の「圏域
 糖尿病対策会議」において検討を進め、地域の実情を踏まえた糖尿病の発症予防や重症化予防に向けた取組を推進しま
す。

○令和８年３月に改定した「島根県糖尿病予防・管理指針」（第５版）や「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」を周知、活用し、
 医療機関、行政、保険者等が連携して、適正管理や適切な治療、保健指導に取り組めるよう、さらなる連携強化を図ります。

施策の方向



⑸ 精神疾患
数値目標の評価

項目 策定時 中間実績
目標

令和８年度末 令和１１年度末

①精神病床における入院後３か月時点の退院率 ６６．６％（入院年度：令和元(2019)年度） ６６．４％（入院年度：2022年度） ６８．９％ ６８．９％

②精神病床における入院後６か月時点の退院率 ７９．９％（入院年度：令和元(2019)年度） ７９．３％（入院年度：2022年度） ８４．５％ ８４．５％

③精神病床における入院後12か月時点の退院率 ８７．８％（入院年度：令和元(2019)年度） ８６．９％（入院年度：2022年度） ９１．０％ ９１．０％

④精神障がい者の精神病床から退院後１年以内の
地域での平均生活日数（地域平均生活日数）

３１９．４日（退院年度：令和元(2019)年度） ３１８．９日（入院年度：2022年度） ３２５．３日 ３１９．３日以上

⑤精神病床における急性期（３か月未満）入院患者数 ４０５人（令和４(2022)年） ４２５人（R7.6.30時点） ３７７人 ３９９人

⑥精神病床における回復期（３か月以上１年未満）
入院患者数

３４１人（令和４(2022)年） ３１８人（R7.6.30時点） ４４２人 ３６３人

⑦精神病床における慢性期（１年以上）入院患者数 １，０７９人（令和４(2022)年） ９５５人（R7.6.30時点） ９１８人 ６７８人

⑦-1 65歳未満 ３５１人（令和４(2022)年） ３０７人（R7.6.30時点） ３２９人 ２０３人

⑦-2 65歳以上 ７２８人（令和４(2022)年） ６４８人（R7.6.30時点） ５８９人 ４７５人

⑧精神病床における新規入院患者の平均在院日数 １０８．４日（入院年度：令和元(2019)年度） １０７．８日（入院年度：2022年度） １０２．３日 １０２．３日

【参考値】
※精神病床における退院患者の３か月時点の再入院率 １９．６％ （退院年度：令和4(2022)年度）

１０．３％以下

※精神病床における退院患者の６か月時点の再入院率 ２９．０％（退院年度：令和4(2022)年度） １７．４％以下

※精神病床における退院患者の12か月時点の再入院率 ３９．５％（退院年度：令和4(2022)年度） ２５．７％以下
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⑸ 精神疾患
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〇 退院率、退院後１年以内の地域での平均生活日数は概ね横ばいで推移しています。

○ 精神病床における慢性期入院患者数、新規入院患者の平均在院日数は改善しています。

〇 国の方針に基づき、次期障がい福祉計画（令和９(2027)年度～令和11(2029)年度）との整合性を図り、精神障
がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築を目指すため、今回の中間見直しで令和11年度末の目標を設定し
ます。

○ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進するため、各二次医療圏に設置した協議の場や、
令和７年度にすべての市町村に設置された協議の場において関係者で協議し、引き続き、地域の特性を生かし
た退院支援、地域定着のさらなる推進を図ります。

○人権擁護の観点から、訪問支援員を派遣して入院中の生活に関する相談や必要な情報の提供を行う「入院者訪問支援事
業」の実施を推進していきます。

○現在の基準病床数(1,829床)は、令和８年度を設定時期としていましたが、国通知の改正等を踏まえ、令和11年度を設定時
期として見直します。(国の参考値：1,516床)。

○策定時からの課題に大きな変化はなく、引き続き、施策の方向に基づいて取組を継続していきます。

ポイント

○精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進するため、関係者間の重層的な連携による支援体制の構築
 が必要です。従来より、各二次医療圏にて医療機関や相談支援事業所、市町村、保健所等の関係者による協議の場を設

 置していましたが、令和７年度には県内すべての市町村においても保健、医療、福祉等の関係者による協議の場が設置さ
   れました。
○発達障がいの診療や診断ができる専門医療機関が少なく、初診までに期間を要する状況が発生しています。
○令和７年９月に「島根県ギャンブル等依存症対策推進計画（第２期）」を策定し、若年世代への予防対策、オンラインで行わ

 れるギャンブルに対する注意喚起、警察によるオンラインカジノの取締りの強化等を新たに盛り込みました。
○認知症サポーターは、策定時（令和４(2022)年度末）の96,599人から106,872人（令和７（2025）年度末現在）へ10,273人増加

 しています。
○地域の認知症医療提供拠点となる認知症疾患医療センターは10カ所あり、すべての二次医療圏で設置しています（令和８
（2026）年４月現在）

○認知症サポート医は、策定時（令和４(2022)年度末）の107人から149人（令和７（2025）年度末現在）へ42人増加しています。

現状と課題

○精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進するため、各二次医療圏に設置した協議の場や、市町村が
 設置した協議の場にて退院支援、地域定着の更なる推進を図っていきます。
○発達障害者支援センターと医療機関との協力体制を強化し、地域における早期発見・早期支援の取組を進めます。
○「島根県ギャンブル等依存症対策推進計画（第２期）」に基づき、ギャンブルの若年化・オンライン化や違法なオンラインカ

 ジノに関する普及啓発に重点をおいた取組を推進します。
○認知症及び認知症の人への理解に関する普及啓発を進め、各種広報や認知症サポーターの養成を推進するとともに、認

 知症サポーター養成講座の講師となるキャラバン・メイトを養成します。
○各二次医療圏に設置した認知症疾患医療センターを中心に、認知症専門医療の提供と地域の関係機関の連携体制強化を

 図ります。
○認知症サポート医の養成を推進し、かかりつけ医や地域包括支援センター等との連携による地域のネットワーク構築と対応

 力向上を目指します。

施策の方向



⑹ 救急医療

数値目標の評価

項目 策定時 中間実績
目標

（令和11年度末）

①救急告示病院の数 ２４か所（令和５（2023）） ２４か所 維持

②救命救急センターの数 ４か所（令和５（2023）） ４か所 維持

③救急救命士の数 ３７０人（令和５（2023）） ４００人（令和８．４．１） ４５１人
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○ 全ての項目について策定時の状況を維持または増加しています。

○ 救急医療体制の維持充実のため、引き続き、①初期救急・二次救急・三次救急・救命後の各医療機関の連携体
制の強化等による全県の救急医療体制の確保、②ドクターヘリや防災ヘリコプター等を活用した効果的な広域搬
送体制の確保、③医療機関と消防機関の連携強化によるメディカルコントロール体制の充実及び救急業務高度化
の推進に取り組みます。

○二次救急については、地域の中心的役割を担うことから、救急医療の要と位置づけ、その体制の維持充実に努めます。
○ドクターヘリの運航や、防災ヘリコプター等のより効果的な活用を進め、救急医療及び二次医療圏域・県境を越えた   
   救急搬送体制のさらなる充実に努めます。
○救命率を高めるため、医療機関と消防機関が連携し、「メディカルコントロール協議会」を中心として病院前救護体制の
   整備を推進します。

ポイント

○二次救急については、入院機能を担う「救急告示病院」を24ヵ所認定し、また、地域の実情に応じ病院群輪番制などの体制
   をとるなど、二次医療圏域において提供体制を確保しています。しかしながら、医師不足に伴う診療機能の低下が懸念され
   ることや、軽症患者の集中により本来の救急医療の役割に支障が生じないよう継続して啓発を行っています。
○三次救急については、脳卒中、急性心筋梗塞等をはじめとする重篤患者への医療を提供する「救命救急センター」を４ヵ所
   指定していますが、増加する救急搬送に対応する救急、外科、産科等の専門医が不足しています。
○救急医療体制の充実を図るため、中国地方５県でドクターヘリの広域連携協定を締結し相互利用を行っています。
○ドクターヘリに加え、中国地方各県の防災ヘリコプター、自衛隊の輸送機、海上保安庁のヘリコプター等の協力を得て空

 路による搬送を行っています。
○病院前救護体制の充実と救急業務高度化のため、「島根県救急業務高度化推進協議会」及び県内４地区の「メディカルコン
   トロール協議会」の活動による症例検証を実施しています。

現状と課題

○救急医療体制の維持充実に努めます。
   特に、二次救急については、医療機関連携を促進し、地域全体で医療機能の水準の維持充実に努めます。また、二次救急
   と三次救急の広域的な連携体制を強化し、全県の救急医療体制の確保を図ります。
   なお、現在の救急医療体制が維持できなくなることを想定し、全県的な救急医療体制を確保するための広域の連携体制に
   ついても検討します。
○ドクターヘリや防災ヘリコプター等を活用した救急患者搬送について、各関係機関との緊密な連携を図り、効果的な広域

 搬送体制を確保します。
○医療機関と消防機関の連携を強化し、メディカルコントロール体制の充実及び救急業務高度化の推進を図ります。

施策の方向



⑺ 災害医療

〇災害拠点病院の機能の一層の充実を進めるとともに、災害協力病院との連携体制を推進します。また、災害拠点精神科病
 院については、災害拠点病院等と連携を図ります。
○災害や感染症まん延時に重症児等の小児や周産期患者の搬送などを円滑に行うためには、小児・周産期に関する平時の
ネットワークの活用や自施設における対応、受援体制などが必要であることから、災害時小児周産期リエゾンの役割など災

 害時を想定したマニュアルやアクションカードを作成し、それに基づく訓練等を行います。
○大規模災害時には、 DMAT 調整本部、 DPAT調整本部、 DWAT調整本部及び各種支援チームなど様々な保健医療福祉活
動チームが相互連携できるよう、島根県保健医療福祉調整本部（県庁）及び 保健医療福祉地域調整本部 （保健所）を設置

 し派遣調整や受援調整等を行います。災害支援ナースや JRAT （島根リハビリテーション協会）などの多職種連携を推進し
ます。 災害時に十分連携できるよう訓練等を行いマニュアル等を作成します。

○県内の透析医療や災害医療の関係者が参画する「島根県透析医療災害対策連絡会議」を設置し、災害時に透析医療を継
 続するための体制整備や災害時透析医療マニュアル(仮称)の作成に取り組みます。

施策の方向

数値目標の評価

項目 策定時 中間実績
目標

（令和11年度末）

①災害拠点病院の数 １０か所（令和５（2023）） １０か所 維持

②災害拠点精神科病院の数 １か所（令和５（2023）） １か所 ２か所

③DMATの数 ２０チーム（令和５（2023）） ２５チーム
２６チーム → ２９チーム

（＋３チーム）
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○ 全ての項目について策定時の状況を維持または増加しており、DMATの数については目標値を上方修正し、災害
時の体制強化を図ります。

○ 令和８(2026)年１月に災害薬事コーディネーターの設置を開始したことから、災害薬事コーディネーターも含
めた災害医療コーディネート体制について記載を追加します。

○ 透析患者について、災害時にも平常時と同様に透析医療を継続するための体制整備が課題となっていることか
ら、県内の透析医療や災害医療の関係者が参画する「島根県透析医療災害対策連絡会議」を設置し、災害時に透
析医療を継続するための体制整備や災害時透析医療マニュアル(仮称)の作成に取り組みます。

○数値目標は概ね順調に推移しています。
○県内外での大規模災害発生時に、各種保健医療福祉活動チームの派遣及び受援の調整、情報の連携・整理・分析等を行
   うため、 県庁に島根県保健医療福祉調整本部、保健所に保健医療福祉地域調整本部を設置する体制を構築しています。
○災害医療コーディネーター、災害時小児周産期リエゾン、災害薬事コーディネーターなどによる災害医療コーディネート体制
   の充実が必要です。
○「DMATの数」については、目標を26チームから29チームへ上方修正し、災害時の体制強化を図ります。
○県内の透析医療や災害医療の関係者が参画する「島根県透析医療災害対策連絡会議」を設置し、災害時に透析医療を継

 続するための体制整備や災害時透析医療マニュアル(仮称)の作成に取り組みます。

ポイント

○災害拠点病院は「基幹災害拠点病院」を１ヵ所、二次医療圏ごとに「地域災害拠点病院」を9ヵ所指定しており、引き続き
   通信環境や備蓄等の機能を強化していくことが必要です。
○隊員の高齢化や病院内における人員不足等を理由に災害時にDMATを派遣できない状況が懸念されることから、県内の

 DMATについて、引き続き新規隊員の養成・確保を図り、チーム数を増やしていくことが必要です。
○平成31(2019)年3月に災害医療コーディネーターおよび災害時小児周産期リエゾンを設置し、令和8(2026)年1月に災害薬事
   コーディネーターを設置しています。これまでに災害医療コーディネーターを27名、災害時小児周産期リエゾンを29名、災害
   薬事コーディネーターを4名任命しています。
○災害時に各種保健医療福祉活動チームの円滑な派遣及び受援の調整等を行うための体制整備、災害医療と小児周産期
   医療の連携強化、訓練・研修等により災害対応の実効性を高める取組が必要です。
○透析患者は災害時にも平常時と同様の医療を要することから、患者の移動手段確保や受入先調整等により透析医療を

 継続のための体制整備が必要です。

現状と課題



⑻ 感染症に対する医療
数値目標の評価

区分 目標項目
平時 流行初期 流行初期以降

目標 中間実績 目標 中間実績 目標 中間実績

医療提供体制

協定締結医療機関（入院）の確保可能病床
数

― ― ４８床 ２４６床 ３５７床 ３８６床

うち重傷病床数 ― ― ３床 １３床 ８床 １５床

協定締結医療機関（発熱外来）の機関数 ― ― ３０機関 ２９８機関 ３１９機関 ３４１機関

自宅療養者等への医療を提供する機関数 ― ― ― ― ６２５機関 ７０２機関

うち病院 ― ― ― ― ２５機関 ２６機関

うち診療所 ― ― ― ― ２９１機関 ２９４機関

うち薬局 ― ― ― ― ２５５機関 ３１５機関

うち訪問看護事業所 ― ― ― ― ５４機関 ６７機関

後方支援を行う医療機関数 ― ― ― ― ２４機関 ４０機関

派遣可能な人材数 ― ― ― ― ５４人 ７７人

うち医師 ― ― ― ― １９人 １９人

うち看護師 ― ― ― ― １７人 ３７人

うちその他（事務職等） ― ― ― ― １８人 ２１人

うちDMAT（医師、看護師、その他） ― ― ― ― ２３人 ２８人

うちDPAT（医師、看護師、その他） ― ― ― ― ６人 ８人

物資の確保 個人防護具の備蓄を十分に行う医療機関数
協定締結医療機
関数の８割以上

５７％ ― ― ― ―
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⑻ 感染症に対する医療

区分 目標項目
平時 流行初期 流行初期以降

目標 中間実績 目標 中間実績 目標 中間実績

検査体制

検査の実施能力 ― ― ５１６件/日以上 ５１６件/日以上
２１１６件/日以
上

２１１６件/日以
上

うち保健環境科学研究所等 ― ―
４３２件/日
（うち松江市１
３２件/日）

４３２件/日
（うち松江市１
３２件/日）

１０７２件/日
（うち松江市３２
７件/日）

１０７２件/日
（うち松江市３２
７件/日）

うち医療機関、民間検査機関等 ― ― ８４件/日以上 ８４件/日以上
１０４４件/日以
上

１０４４件/日以
上

保健環境科学研究所等のPCR検査機器の数 ― ― １１台 １２台 １１台 １２台

宿泊療養体制 宿泊施設確保居室数 ― ― ５０室 ４５５室 １５０室 ４５６室

人材の養成・資質
の向上

医療従事者の研修・訓練を行った医療機関数
協定締結医療機
関数の１０割

８４％ ― ― ― ―

保健所職員等の研修・訓練回数 年１回以上 年１回以上 ― ― ― ―

保健所の体制整備

流行初期１か月において想定される業務量に対
応する人員確保数

― ― ５６１人 ５６１人 ― ―

うち松江市・島根県共同設置松江保健所 ― ― １５４人 １５４人 ― ―

うち雲南保健所 ― ― ５０人 ５０人 ― ―

うち出雲保健所 ― ― ９９人 ９９人 ― ―

うち県央保健所 ― ― ５６人 ５６人 ― ―

うち浜田保健所 ― ― １１２人 １１２人 ― ―

うち益田保健所 ― ― ６０人 ６０人 ― ―

うち隠岐保健所 ― ― ３０人 ３０人 ― ―

即応可能なIHEAT要員の確保数（IHEAT研修受講
者数）

― ― １６人 ６０人 ― ―
13



⑻ 感染症に対する医療

14

○ 感染症発生時の医療提供体制、検査体制、宿泊療養体制及び保健所の体制の整備については、いずれも数値
目標を達成していますが、引き続き整備を進めます。

○ 物資の確保（個人防護具の備蓄）については、医療措置協定を締結している医療機関のうち８割以上で十分な
備蓄を行うことを数値目標としていますが、中間実績は57％となっており、未達成となっていることから、引き
続き備蓄の推進を図ります。

○ 人材の養成・資質の向上について、医療措置協定を締結している全ての医療機関で研修・訓練を実施すること
が数値目標となっていますが、実施率は84％にとどまっていることから、関係機関と連携しながら医療機関での
研修・訓練の実施率向上を図ります。

○ 感染症発生動向調査事業において、急性呼吸器感染症（ARI）サーベイランスを実施することにより、流行し
やすい急性呼吸器感染症の発生動向を把握し、また、未知の呼吸器感染症が発生し増加し始めた場合に迅速に探
知します。 ARIサーベイランスの情報をもとに、県民や医療機関に対して適宜注意喚起を行い、医療提供体制の
確保に向けた早期の対応に繋げます。

○令和６年３月に「島根県感染症予防計画」の改定を行い、島根県における感染症予防を総合的に推進しています。
○感染症発生時の医療提供体制、検査体制、宿泊療養体制、物資の確保、人材の養成・資質の向上及び保健所の体制につ
いて、引き続き整備を進めています。

ポイント

○令和６年３月に「島根県感染症予防計画」の改定を行い、島根県における感染症予防を総合的に推進しています。
○感染症発生時の医療提供体制、検査体制、宿泊療養体制及び保健所の体制の整備については、いずれも島根県感染症

 予防計画の目標を達成していますが、医療措置協定を締結している医療機関における物資の確保や人材の養成・資質の
 向上については、さらなる推進が必要な状況です。
○感染症発生動向調査事業において、令和７年４月７日から急性呼吸器感染症（ARI）サーベイランスが追加されました。県が
指定している医療機関からARIに該当する患者数の報告や検体の提出を受けており、県保健環境科学研究所において病原
体の検査を実施しています。

現状と課題

○感染症発生時の医療提供体制、検査体制、宿泊療養体制及び保健所の体制の整備については、いずれも目標を達成して
 いますが、引き続き整備を進めます。
○物資の確保（個人防護具の備蓄）について、医療措置協定を締結している医療機関における備蓄の推進を図ります。
○人材の養成・資質の向上について、関係機関と連携しながら医療機関での研修・訓練の実施率向上を図ります。
○感染症発生動向調査事業において、急性呼吸器感染症（ARI）サーベイランスを実施することにより、流行しやすい急性呼吸

 器感染症の発生動向を把握し、また、未知の呼吸器感染症が発生し増加し始めた場合に迅速に探知します。 ARIサーベイ
 ランスの情報をもとに、県民や医療機関に対して適宜注意喚起を行い、医療提供体制の確保に向けた早期の対応に繋げま
す。

施策の方向



⑼ 地域医療（医師確保等によるへき地医療の体制確保）

数値目標の評価

項目 策定時 中間実績
目標

（令和11年度末）

①地域医療拠点病院数 ２３か所 ２４か所 維持

②しまね地域医療センターへの登録者等のうち、
県内で研修・勤務する医師数

３０６人（令和４（2022）） ３６４人（令和７（2025）） ４６７人

③しまね地域医療センターへの登録者等のうち、
医師不足地域（松江、出雲以外）で研修・勤務す
る医師数

１１７人（令和４（2022）） １５１人（令和７(2025)） １７１人
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○中山間地域や離島において、診療所医師の高齢化や後継者不足などにより一次医療を担う診療所が減少しており、将来に
 わたって一次医療を維持・確保するため、①市町村を中心に必要な方策を検討する場の設置、②一次医療における病院の
役割の検討、③地域医療に従事する医師及び看護職員の確保に取り組みます（具体的な医師確保、看護職員確保の取組

 は、「第７章第１節 医師の確保・育成、第３節その他の保健医療従事者の確保・育成」に記載） 。

ポイント

○医科・歯科診療所数の減少や診療所医師の高齢化・後継者不足が課題となっており、特に中山間地域・離島では、病院が
 地域の一次医療を支援しているケースが増えています。
○複数の慢性疾患を抱える高齢者が増加し、かかりつけ医の重要性が増しており、一次医療の確保が重要となっています。
○これまでの取組により、地域枠入学者や県の奨学金貸与者が数多く医師となっており、これらの医師が島根に軸足を置き、

 義務履行と専門研修の両立や専門医取得後の地域勤務ができるよう支援体制の充実を図る必要があります。

現状と課題

○将来にわたって一次医療を維持・確保していくため、引き続き以下の施策に取り組みます。
 ①市町村を中心に必要な方策を検討する場を設置し、関係機関と連携して、今後の診療所の在り方、病診連携や病院の
役割などを検討します。

   ②地域ごとに病院に求める支援の在り方を検討し、検討を踏まえ地域医療拠点病院の取組を支援します。
○若手医師のキャリア形成等を支援するしまね地域医療支援センターを中心として、大学、医療機関、医師会、市町村、県等
が連携し、医師の県内定着に向けた支援に取り組みます。

施策の方向

○ 地域医療拠点病院数は、令和７年度に新たによしか病院を指定し、維持することができています。

○ しまね地域医療センターへの登録者等のうち、医師不足地域を含む県内で研修・勤務する医師数は着実に増加
しています。

○ 中山間地域や離島において、診療所医師の高齢化や後継者不足などにより一次医療を担う診療所が減少してお
り、将来にわたって一次医療を維持・確保するため、①市町村を中心に必要な方策を検討する場の設置、②一次
医療における病院の役割の検討、③地域医療に従事する医師及び看護職員の確保に取り組みます（具体的な医師
確保、看護職員確保の取組は、「第７章第１節 医師の確保・育成、第３節その他の保健医療従事者の確保・育
成」に記載します） 。



⑽ 周産期医療
数値目標の評価

項目 策定時 中間実績
目標

（令和11年度末）

①周産期死亡率（出産1000対） ４．０（令和元(2019)～３(2021)平均） ３．５（令和４(2022)～令和６(2024)平均） 全国平均以下（※）

②産婦人科医師数 ７１人（令和２（2020）） ６４人（令和６（2024）） ５％増加

（参考）妊産婦人口に対する産婦人科医の割合
（妊産婦10万対）

１，４６８（令和２（2020）） １，６７７（令和６(2024)） ―

③小児科医師数 ９７人（令和２（2020）） １００人（令和６（2024）） ５％増加

（参考）小児人口に対する小児科医の割合
（15歳未満人口10万対）

１２０（令和２（2020）） １３３（令和６（2024）） ―

④助産師数 ３４０人（令和２（2020）） ３３０人（令和６（2024）） 増加

（参考）妊産婦人口に対する助産師の割合
（妊産婦10万対）

７，０２９（令和２（2020）） ８，６４６（令和６（2024）） ―
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○地域の周産期医療施設と周産期母子医療センターとの連携により、引き続き、安全・安心な分娩体制を確保するとともに、
 身近な地域における産前産後体制の充実を図ります。
○今後の周産期医療のあり方について、島根県周産期医療協議会で議論し、意見をとりまとめます。
○県内の周産期医療の現状や安全・安心なお産の体制について、県民との意見交換の場を設けます。

ポイント

○県内の分娩件数は令和６(2024)年は3,817件で、令和４(2022)年の4,429件から減少しています。また、分娩取扱施設は、
 令和８(2026)年は１５施設となっています。
○周産期医療の中核となる４病院と地域の周産期医療施設との全県ネットワークにより、周産期医療の提供体制を確保して

 おり、圏域を超えた医療機関間の連携が重要になってきています。
○医療施設間における助産師の出向・受入れに関する事業により、助産実践能力の強化を図っています。

現状と課題

○総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センターの４病院と地域の周産期医療施設との連携を図ります。
○「周産期医療情報共有サービス」の運用による迅速な情報共有により医療機関間の連携を図り、適切な医療提供を推進し

 ます。
○専攻医の県内定着をめざし、産婦人科・小児科医師の資質の向上と適正配置を考慮したキャリア形成プログラムの充実を

 図ります。
○妊産褥婦の満足度が高く、医師の負担軽減にもつながる「院内助産」や「助産師外来」の導入・充実に向け支援します。
○今後の周産期医療のあり方について、島根県周産期医療協議会で議論し、意見をとりまとめます。
〇安全・安心なお産のために必要な体制について県民に知っていただき、今後のお産はどうあるべきか意見交換を行うため

 フォーラムを開催します。

施策の方向
○ 周産期死亡率は策定時から低下していますが、産婦人科医師数や助産師数は微減となっています。

○ 地域の周産期医療施設と周産期母子医療センターとの連携により、引き続き、安全・安心な分娩体制を確保
するとともに、身近な地域における産前産後体制の充実を図ります。

○ 今後の周産期医療のあり方について、島根県周産期医療協議会で議論し、意見をとりまとめます。

〇 安全・安心なお産のために必要な体制について県民に知っていただき、今後のお産はどうあるべきか意見交換
を行うためフォーラムを開催します。

※令和４(2022)～令和６(2024)の全国平均は、3.3です。



⑾ 小児救急を含む小児医療

数値目標の評価

項目 策定時 中間実績
目標

（令和11年度末）

①小児科医師数 ９７人（令和２（2020）） １００人（令和６（2024）） ５％増加

②かかりつけの小児科医を持つ親の割合
３歳児の親 ８６．０％

（令和３（2021））
３歳児の親 ７７．８％
（令和６（2024））

増加

③子ども医療電話相談（＃8000）事業の認知度
４か月児の親 ７８．７％

（令和４（2022））
４か月児の親 ８０．１％

（令和６（2024））
９０％
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○策定時からの課題に大きな変化はなく、引き続き、施策の方向に基づいて取組を継続していきます。
○数値目標については、今後、定時の調査等を実施し、目標を維持します。
○小児の病気やけがへの対応について、保護者等の不安を軽減することが必要であるとともに、県民に対しても医療機関の

 かかり方、かかりつけ医の必要性等について普及啓発が必要です。

ポイント

○子どもの病気等の相談に電話で応対する「子ども医療電話相談（#8000）事業」を実施し、保護者等の不安軽減と、医療機関
 への受診の集中緩和を図っています。
○一部の市町村では、休日（夜間）診療所等において、夜間、小児科医による診療体制がとられていますが、小児科医が少な

 い地域の休日夜間における診療は、必ずしも十分とは言えない状況であり、小児初期救急を充実させることが課題です。
○令和７(2025)年４月に地域小児救命救急センターが島根大学医学部附属病院に開設され、重篤な小児救急患者に必要な
   超急性期の医療を提供するとともに、さらに高度な専門的医療を必要とする患者を県外の小児集中治療室病床（PICU）を備
   えた小児救命救急センター等に広域搬送する体制を確保しています。

現状と課題

○島根大学医学部等の医育機関と連携し、小児科医の確保に努めます。
○小児科医以外の医師を対象とした小児科診療に係る研修を行うなど、各二次医療圏域の実情に応じた小児初期救急医療
 体制の確保に努めます。
○小児の急病時の対応方法等について、保護者等へ知識の普及啓発を図ります。
○今後も、「子ども医療電話相談（#8000）事業」の更なる普及に向けた取組を継続し、保護者等が気軽に相談でき、不安なく急

 病時の対応ができる相談窓口を確保します。

施策の方向

○ 小児科医師数は微増で、県内で小児科の専門研修を始める医師（専攻医）が令和２年以降、年２～３名で推移
していることから、一定数の小児科医師が輩出される見込みです。

○ 一般小児医療に係る体制確保や小児初期救急医療体制の確保のため、引き続き、医療機関と連携した小児科医
の確保や小児科医以外の医師を対象とした小児科診療に係る研修を実施します。

○ 保護者等の不安軽減と医療機関への受診の集中緩和のため、引き続き、小児の急病時の対応方法等の普及啓発
や、「子ども医療電話相談（#8000）事業」の普及に取り組みます。

○ 令和７(2025)年４月に地域小児救命救急センターが島根大学医学部附属病院に開設され、重篤な小児救急患者
に必要な超急性期の医療を提供するとともに、さらに高度な専門的医療を必要とする患者を県外の小児集中治療
室病床（PICU）を備えた小児救命救急センター等に広域搬送する体制を確保しています。



⑿ 在宅医療
数値目標の評価

項目 策定時 中間実績
目標

（令和８年度末）
目標

（令和11年度末）

①訪問診療を実施している診療所・病院数 ２７４か所（令和３(2021)） ２６３か所（令和６(2024)） 維持 維持

②訪問診療を受けている患者数 ６，２４９人（令和３(2021)） ６，４２７人（令和６(2024)） ６，７０１人 ６，７０１人

③病院から介護支援専門員（ケアマネジャー）
への退院時情報提供率

８５．０％（令和５(2023)） ８４．４％（令和６(2024)） ９０．０％
第10期介護保険事業（支
援）計画とともに今後検討

④訪問看護師数（常勤換算） ４６０．５人（令和４(2022)） ４７９．４人（令和７(2025)） ５２０．０人 ５６５．０人

⑤訪問看護を利用した患者数 ４，８８１人（令和３(2021)） ５，５５８人（令和６(2024)） ５，３２６人 ５，５５８人

⑥訪問歯科診療を実施している歯科診療所数 １４５か所（令和３(2021)） １３６か所（令和６(2024)） 維持 維持

⑦在宅療養支援病院数 １１か所（令和５(2023)） １３か所（令和７(2025)） １３か所 １４か所

⑧在宅療養後方支援病院数 ７か所（令和５(2023)） ６か所（令和７(2025)） １０か所 １０か所

⑨24時間体制を取っている訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ数 ８４か所（令和３(2021)） ９４か所（令和６(2024)） ９３か所 １０２か所

⑩在宅看取りを実施している診療所・病院数 １３１か所（令和３(2021)） １１９か所（令和６(2024)） １５１か所 １５１か所

⑪訪問薬剤管理指導を実施している薬局数
２９３か所

（令和５(2023)年９月）
３２２か所

（令和８(2026)年５月）
維持 維持
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○「訪問診療を実施する診療所・病院数」は微減しており、特に診療所が減少しています。また、「訪問診療を受けている患者
 数」は増加傾向にあります。

○中山間地域・離島でも必要な医療提供体制が確保・維持できるよう、引き続き地域の実情に応じた取組を支援します。

ポイント

○医師の高齢化・後継者不足等のため診療所の維持が困難になってきており、在宅医療を含めた一次医療の確保が課題と
   なっています。
○特に中山間地域・離島は、在宅医療を担う人材の不足や訪問に長時間の移動を要する等、厳しい条件にあります。
○口腔ケアが誤嚥性肺炎の予防につながるなど、口腔と全身との関係について広く指摘されており、歯科医療機関等と多職
種の連携をさらに推進する必要があります。

○在宅における死亡者の割合は28.5％とほぼ横ばいとなっています。（令和６(2024)年現在）。患者本人が最期まで自分らしく
暮らせるよう、各地域でアドバンス・ケア・プランニング（ＡＣＰ）の取組が進められています。

現状と課題

○病院と診療所の役割分担、医療と介護の連携強化等について、市町村を主体とした議論が進むよう支援を行います。
○中山間地域・離島でも必要な医療提供体制が確保・維持できるよう、特定行為研修修了看護師によるタスク・シフト／シェア

 や情報通信技術（ ICT ）を活用した連携体制の構築等の推進等、引き続き地域の実情に応じた取組を支援します。
○口腔ケア、栄養摂取、生活機能の維持・向上を目指すリハビリテーションなどを担う多職種の協働により、患者やその家族
の生活を支える観点からの医療の提供体制構築を図ります。

○高齢化の進展に伴い、高齢者施設等で最期を迎える患者が増加していることから、人生の最終段階における適切な医療・  
介護の提供や、本人の意思決定支援を図るための研修等、必要な支援を実施します。

施策の方向○ 「訪問診療を実施する診療所・病院数」は微減しており、特に診療所が減少しています。また、「訪問診療を
受けている患者数」は増加傾向にあります。

○ 第10期介護保険事業（支援）計画（令和９(2027)年度～令和11(2029)年度）との整合性を図るため、今回の中間
見直しで令和11年度末の目標を設定します。

○ 中山間地域・離島でも必要な医療提供体制が確保・維持できるよう、引き続き地域の実情に応じた取組を支援
します。



３ 外来医療に係る医療提供体制の確保（外来医療計画）

○国が示す外来医師偏在指標に基づき、松江、出雲、浜田、隠岐圏域を外来医師多数区域に設定します。
○引き続き、外来医療機能に関する情報を可視化し、新たに診療所を開業する医師にその情報を提供することにより、診療所

 が少ない地域への開業を促すとともに、地域で不足する外来医療機能を担うことを求め、外来医療機能の偏在解消を目指
 します。
○圏域ごとに定めた医療機器の共同利用の方針に基づき、引き続き、医療機器を効率的に活用します。

ポイント

○ 外来医療に係る数値目標は、救急医療、小児救急を含む小児医療及び在宅医療に係る数値目標を引用しており、
各施策の項目にて評価を行います。

○ 外来医療については、今後、全国的に外来医療の需要が減少していくことが見込まれています。

○ 国が示す外来医師偏在指標に基づき、松江、出雲、浜田、隠岐圏域を外来医師多数区域に設定します。

○ 引き続き、外来医療機能に関する情報を可視化し、新たに診療所を開業する医師にその情報を提供することに
より、診療所が少ない地域への開業を促すとともに、地域で不足する外来医療機能を担うことを求め、外来医療
機能の偏在解消を目指します。

数値目標の評価
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○外来医療については、次のような状況にあるとされています。
・今後、全国的に外来医療の需要が減少していくことが見込まれている
・地域で中心的に外来医療を担う無床診療所の開設状況が都市部に偏っている
・診療所における診療科の専門分化が進んでいる
・救急医療提供体制の構築、グループ診療の実施、放射線装置の共同利用等の医療機関の連携の取組が、地域で個々の
  医療機関の自主的な取組に委ねられている など

現状と課題

○国が示す外来医師偏在指標に基づき、松江、出雲、浜田、隠岐圏域を外来医師多数区域に設定します。
○外来医療機能に関する情報を可視化し、新たに診療所を開業する医師にその情報を提供することにより、診療所が少ない

 地域への開業を促すとともに、外来医師多数区域において新規開業を希望する者に対しては、当該外来医師多数区域にお
いて不足する医療機能を担うよう求め、外来医療機能の偏在解消を目指します。

○医療機器の効率的な活用を図るため、圏域ごとに共同利用の方針を定め、医療機関が新規に医療機器を購入する場合
 （更新時も含む）は、共同利用計画書の提出を求め、協議の場において確認を行います。

施策の方向

※ 外来医療に係る数値目標は、救急医療、小児救急を含む小児医療及び在宅医療に係る数値目標を引用しています。



４ 医師の確保・育成（医師確保計画）

数値目標の評価

項目 策定時 中間実績
目標

（令和８年度末）

目標医師数（医師少数区域のみに設定）

雲南圏域 ８１人 ９３人 ８０人

大田圏域 １１１人 １１１人 ９９人

益田圏域 １３９人 １５２人 １２９人
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○ 医師少数区域の全ての圏域で、目標医師数を上回る医師数となっています。

○ 地域枠等の効果により、島根県の医師数は、最も少なかった平成22年より増加していますが、長らく続く医師
不足の中で医師の高齢化も進行しており、依然として厳しい状況にあります。

○ 今後も一定の定住人口が見込まれるものの、必要な医師が確保できず、人口減少よりも医療機関の減少のス
ピードの方が速い地域等を、重点的に医師を確保する必要がある区域として「重点医師偏在対策支援区域」に
設定し、医師偏在対策を実施し、医師の確保に継続的に取り組みます。

○国の示す医師偏在指標に基づき、松江、出雲、浜田、隠岐圏域を医師多数区域に、雲南圏域を医師少数区域に設定します。
○島根県では、医師少数区域とならない二次医療圏であっても、へき地をはじめとした医師の確保を特に図るべき地域がある
ことから、医師少数区域と同様に取り扱う「医師少数スポット」を設定します。

○今後も一定の定住人口が見込まれるものの、必要な医師が確保できず、人口減少よりも医療機関の減少のスピードの方が
速い地域等を、重点的に医師を確保する必要がある区域として「重点医師偏在対策支援区域」を設定します。

ポイント

○地域枠等の効果により、島根県の医師数は、最も少なかった平成22年より増加していますが、長らく続く医師不足の中で医
師の高齢化も進行しており、依然として厳しい状況にあります。
○医師の時間外労働時間の上限規制やライフスタイルの変化等により、さらに医師が不足する可能性があります。

現状と課題

○国の示す医師偏在指標に基づき、松江、出雲、浜田、隠岐圏域を医師多数区域に、雲南圏域を医師少数区域に設定します。
○島根県では、医師少数区域とならない二次医療圏であっても、へき地をはじめとした医師の確保を特に図るべき地域がある
ことから、医師少数区域と同様に取り扱う「医師少数スポット」を設定します。

○大学、医療機関、しまね地域医療支援センターと連携し、特に医師少数区域及び医師少数スポットに所在する病院への派
遣を促進します。
○今後も一定の定住人口が見込まれるものの、必要な医師が確保できず、人口減少よりも医療機関の減少のスピードの方が

 速い地域等を、重点的に医師を確保する必要がある区域として「重点医師偏在対策支援区域」に設定し、医師偏在対策
を実施し、医師の確保に継続的に取り組みます。

〇臨床研修、専門研修等の魅力的なプログラムを提供することにより、若手医師の確保や定着を図るとともに、赤ひげバンク
等を活用して、即戦力となる現役医師の確保を進めます。

施策の方向



５ 薬剤師の確保・育成（薬剤師確保計画）

数値目標の評価

項目 策定時 中間実績
目標

（令和11年度末）

①病院の薬剤師充足率
８７．９％

（令和４(2022)）
８６．３％

（令和７（2025））
９５％

②薬局の薬剤師充足率
８６．１％

（令和４（2022））
９１．３％

（令和７（2025））
９０％
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※ 現在、国が示す薬剤師偏在指標の見直し作業が行われており年内に公表される予定。これを踏まえた見直しの可能性あり。

○ 薬局薬剤師の充足率は少しずつ増加傾向にあり、既に令和11年の数値目標を達成していますが、病院薬剤師の
充足率は計画策定時から85.0％前後で横ばいとなっています。

○ 従事先に地域偏在、業態偏在があり、特に中山間地域の病院薬剤師が不足している状況です。

○ 薬局、病院共に令和18年の数値目標（100.0％）を達成するため、「薬剤師を目指す者を増やす（誘う）」と
「しまねで働く薬剤師を増やす（呼び込む）」の取組を継続するとともに、病院薬剤師の地域偏在緩和にも取り
組みます。

○本県出身の薬学部在籍者数は260名前後で推移し、全国最下位の状況が続いています。
○計画策定時から薬局薬剤師の充足率は少しずつ増加している傾向にあり、既に令和11年の数値目標（90.0％）を達成して

 いますが、病院薬剤師の充足率は計画策定時から85.0％前後で横ばいに推移する状況が続いています。（※病院薬剤師
 の令和11年の数値目標95.0％）
○本県においては、薬局、病院共に薬剤師が不足していますが、従事先に地域偏在、業態偏在があり、特に中山間地域の病

 院薬剤師が不足している状況です。（※令和７年度薬剤師充足率調査：薬局（全県）91.3％、病院（全県） 86.3％）
○これまでの「薬剤師を目指す者を増やす（誘う）」と「しまねで働く薬剤師を増やす（呼び込む）」取組に加え、病院薬剤師の地

 域偏在緩和のため、２病院協力の下、薬剤師が不足する地域の病院へ薬剤師の派遣を行っています。
○これまでの薬剤師確保の取組に加え、「施策の方向」で検討していた新たな取組も実施しています。

現状と課題

○薬局、病院共に令和18年の数値目標（100.0％）を達成するため、「薬剤師を目指す者を増やす（誘う）」と「しまねで働く薬剤
 師を増やす（呼び込む）」の取組を継続するとともに、病院薬剤師の地域偏在緩和にも取り組みます。
○国推計でも将来も不足するとされている病院薬剤師の確保により一層取り組みます。

施策の方向

※以下は現在の国が示す薬剤師偏在指標の変更が無い場合の記載。
 現在、国が示す薬剤師偏在指標の見直し作業が行われており、年内に公表される予定。そのため、 「施策の方向」は公表後に修正もあり得る。

○計画策定時から薬局薬剤師の充足率は少しずつ増加している傾向にあり、既に令和11年の数値目標（90.0％）を達成して
 いますが、病院薬剤師の充足率は計画策定時から85.0％前後で横ばいに推移する状況が続いています。（※病院薬剤師
の令和11年の数値目標95.0％）

○病院薬剤師については従事先に地域偏在があり、特に、中山間地域・離島の病院において薬剤師が不足しています。
○引き続き、施策の方向に基づき、これまでの薬剤師確保の取組を継続するとともに、新たな確保の取組を行います。

ポイント
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